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第１ はじめに

模倣品対策室は，政府模倣品・海賊版対策総合窓口

（以下「当窓口」という。）として，権利者や企業等か

らの相談や申立てに対し，関係省庁と連携をとりつ

つ，問題解決に努めている(1)。

近年，インターネットの世界的な普及と電子商取引

の発展に伴い，インターネット上の模倣品被害も急速

に拡大している状況である。本稿では，インターネッ

ト上の模倣品流通の問題について，日本国内及び中国

における被害の状況，対策及び課題について紹介する。

なお，「模倣品」という用語は，法律上の定義がな

く，一般的には既に市場で流通している商品のコピー

や模倣した商品を指し，商標権侵害品，意匠権侵害品

であるとされる（特許権侵害品についても，「模倣品」

に含まれるとする考えもある）。また，著作権を侵害

している商品は，一般的に「海賊版」と呼称される。

もっとも，本稿は，有体物として取引される知的財

産権を侵害する商品について取り扱うものであるか

ら，言葉の定義に深入りすることは本意ではない。し

たがって，知的財産権を侵害する商品，すなわち，特

許権，実用新案権，意匠権（中国ではこれらを専利権

という），商標権及び著作権を侵害する商品並びに不

正競争防止法違反の商品を総称して，「模倣品」と呼ぶ

こととする。

第２ インターネット上の模倣品被害の概況

2015 年度，当窓口では，情報提供 575 件，相談 334

件合わせて 909 件の情報提供・相談を受け付けた。こ

のうち，インターネットに関連する情報提供・相談は

632 件（情報提供 457 件，相談 175 件）と全体の 70%

を占めている(2)。

また，特許庁「2015 年度模倣被害調査報告書」

（2016.3）によれば，模倣品被害を受けた日本企業のう

ち，6割以上がインターネット上で被害を受けており，

その割合は増加傾向にあるといえる（図表 1）。

図表 1 企業のインターネット上の模倣品被害率の推移

（出典） 特許庁「2015 年度 模倣被害調査報告書」（2016.3）

知的財産権別の侵害状況をみると，最も多いのは商
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標権であり，著作権，意匠権が続いている（図表 2）。

（出典） 特許庁「2015 年度 模倣被害調査報告書」（2016.3）よりグラ

フ作成

図表 2 インターネット上の権利別模倣品被害率の推移（複数回答）

さらに，日本企業がインターネット上で受けた具体

的な被害の内容は，「海外インターネット通販サイト

による模倣品の販売取引」（48.2%）が最も多く，次い

で，「国内インターネット通販サイトによる模倣品の

販売取引」（32.3%）となっている（図表 3）(3)。

図表 3 インターネット上の模倣品被害の内容（複数回答）

（出典） 特許庁「2015 年度 模倣被害調査報告書」（2016.3）

以上から，模倣品流通の場は，国内外問わずオフラ

インからオンラインに移行しつつあり，インターネッ

ト上の模倣品対策が不可欠であることがわかる。

第３ 日本

１．日本国内におけるインターネット上の模倣品被

害状況

続いて，日本国内におけるインターネット上の模倣

品被害状況について見ていきたい。

日本国内オークションサイトに関して，インター

ネット知的財産権侵害品流通防止協議会「インター

ネット知的財産権侵害品流通防止協議会報告書」

（2015.4）によれば，加盟事業者インターネットオーク

ション上において，2013 年度の当該事業者による自主

削除件数は権利者からの削除要請に基づく削除件数を

上回っており，ISPの自主的取組が機能していること

がわかる。また，同報告書は，加盟事業者インター

ネットオークション上における 2013 年度の商標権・

著作権侵害品出現率は 1％以下であったとしている

（図表 4）(4)。

自主削除

著作権侵害

図表 4 日本国内インターネットオークションにおける模倣品流通の実態

（出典） インターネット知的財産権侵害品流通防止協議会「平成 26

年度インターネット知的財産権侵害品流通防止協議会報告書」

（2015.4）

商標権侵害

知的財産権侵害品

44,905 件

削除要請

割合母数

商標権侵害 著作権侵害

54,791 件 315 件 62,400 件

自主削除 削除要請

割合

0.18％7,3810.71％7,833

母数

また，経済産業省「日本でのインターネットプラッ

トフォーム上の模倣品流通の実態に関する調査研究」

（2016.3）では，日本国内インターネットショッピング

モールにおける模倣品流通の実態に関する調査を行っ

た(5)。本調査は，日本国内の主要なインターネット

ショッピングモール等で販売されている商品 10 品目

を選定して，その販売状況を一定期間モニタリングす

るとともに，サイト情報のみでは真贋判定が不可能な

商品の一部について，実際に試買を行い，権利者によ

る真贋判定を実施し，その結果に基づいて調査サイト

の推定汚染率（サイト全体において想定される模倣品

の割合）等を算出したものである。結果として，調査

の範囲内において，模倣品による推定汚染率は低い数

値となった（図表 5）。

以上の日本国内インターネットショッピングモー

ル・インターネットオークションに関する調査から

は，日本国内において模倣品が広く流通しているもの

ではないことがわかる。

（出典） 経済産業省「日本でのインターネットプラットフォーム上

の模倣品流通の実態に関する調査研究」（2016.3）

図表 5 日本国内インターネットショッピングモールサイトに

おける模倣品流通の実態

もっとも，当窓口には日本国内インターネット上の

模倣品問題についての情報提供・相談が相当程度寄せ
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られていること，日本国内の商標権侵害事犯・著作権

侵害事犯の侵害形態についてはその多くがインター

ネットを利用していること（図表 6）(6)，従来のイン

ターネットショッピングモール・インターネットオー

クションでの模倣品流通に加え，スマートフォンの普

及に伴いフリマアプリや SNSでの模倣品流通事例も

増加していることから，日本国内インターネット上の

模倣品の流通について引き続き注視していく必要がある。

図表 6 過去 10 年間における商標権侵害事犯及び著作権侵害事犯

の検挙事件に占めるインターネット利用事犯の割合の推移

（出典） 警察庁「平成 27 年における生活経済事犯の検挙状況等につ

いて」（2016.3）よりグラフ作成

２．対策

日本では，特定電気通信役務提供者の損害賠償責任

の制限及び発信者情報の開示に関する法律（プロバイ

ダ責任制限法）において，プロバイダ等の損害賠償責

任の制限及び発信者情報の開示を請求する権利が規定

されている。また，日本国内のプロバイダ等と権利者

は，プロバイダ責任制限法ガイドライン等検討協議会

や，インターネット知的財産権侵害品流通防止協議会

を設立して，両者の協議によりオークションサイトに

おける権利侵害情報の削除に関する自主ガイドライン

を作成している。これらの取組により，日本国内で

は，インターネット上の知的財産権侵害品の流通防止

について，自主的な模倣品排除のプロセスが形成され

てきたといえる。

以下では，日本国内インターネット上で模倣品を発

見した場合に取り得る対策について，対侵害者，対

ISPに分けて紹介する。

（１） 侵害の特定及び証拠の収集

知的財産権の侵害及び不正競争防止法違反の疑いの

ある商品がインターネット上で販売されていることが

発覚した場合，まずは，その侵害の理由及び侵害者の

特定並びにその証拠の収集を検討することとなる。画

面上から知的財産権侵害や侵害者の所在が明らかな場

合は容易だが，一見して侵害の成否の判断がつかない

場合や侵害者の住所が不明な場合も多く見受けられ

る。その際は，侵害の疑われる出品者や販売サイトか

ら実際に試買し現物の証拠を確保することが考えられ

る。当該侵害商品の販売ページについては変更される

ことも多いので，PDF 化して電子ファイル形式で保

存する等証拠化しておくべきである。

また，出品者等の所在地については，上述の試買時

に送り先の住所が判明することもあるが，不明な場合

には，商品の返品のためとして住所を聞き出すといっ

た方法も考えられる。

（２） 侵害者に対する対策

証拠を入手した上で次に考えられるステップとして

は，インターネット上で模倣品を出品・販売している

侵害者に対して，アクションを起こすことである。

日本では，中国でいうところの行政摘発はできない

ので，民事訴訟又は刑事訴訟による救済が考えられる

が，そのような司法手続に移行する前の段階として，

相手方に，販売差止め等を求める警告書を送付するこ

とが考えられる。

もっとも，例えば，警告書を送付したが実は侵害の

事実はなかったという場合には，相手方から営業妨害

又は名誉毀損等を理由に損害賠償を請求される可能性

もあり得るので，警告状を誰に対してどのような内容

で送るかについては慎重に検討する必要がある。

警告書送付による対策が一般的な対応と思われる

が，警告書送付後も相手方が侵害行為を続ける場合や

販売の規模が大きく被害が甚大な場合については，侵

害行為の差止めや損害賠償を求める民事訴訟を提起す

ること，刑事責任の追及を捜査機関に求めることも考

えられる。

とりわけ，刑事責任の追及を検討する場合は，侵害

行為に係る行為者の故意を立証する必要があるため，

証拠もより入念に準備する必要がある。権利侵害の内

容や実態について弁護士や弁理士の鑑定書を付すこと

もある。また，インターネット上の知的財産権侵害の

場合，告訴や事前相談を行うべき警察の管轄が問題に

なるが，被害者又は侵害者の所在地（日本国内の場合）

を管轄する警察となることが一般的である。
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（３） ISPに対する対策

インターネット上で模倣品を発見した際に，侵害者

に直接アプローチする手段に加えて，ISPに対して商

品販売ページの削除等を求める方法も一般的である。

① ISPの責任

まず，模倣品がインターネットショッピングモール

等で販売されていた場合，その運営者である ISPが権

利者に対して損害賠償等の法的責任を負うことがある

かが問題となるが，チュッパチャップス事件控訴審判

決(7)が先例的な役割を果たしている。本判決は，イン

ターネットショッピングモール上における商標権侵害

について，一般論として，プロバイダ責任制限法の

ISPの免責の基準も取り込んだ上で，その運営者が責

任を負うことがある場合を示したものといえる。商標

権侵害に関する判断の概要は以下のとおりである。

【事案】

本件は，「楽天市場」において，個別の出店者が，

原告（控訴人，ペルフェッティ ヴァン メッレ ソシ

エタ ペル アチオニ社）の「CHUPA CHUPS」等登

録商標を侵害する商品を販売していたところ，原告

が，ウェブページの運営者である被告（被控訴人，

楽天株式会社）に対して，商標権侵害であるとして

差止め及び損害賠償責任を追及した事案である。

【原判決】

原判決は，個別の出店者の商標権侵害行為に対す

るウェブページの運営者の関与は，商標法 2条 3項

2号の「譲渡のための展示」又は「譲渡」に該当する

ものと認めることはできない旨判断し，原告の請求

を棄却している。

【控訴審判決】

本判決においては，ウェブページの運営者が，単

に出店者によるウェブページの開設のための環境等

を整備するにとどまらず，運営システムの提供・出

店者からの出店申込みの許否・出店者へのサービス

の一時停止や出店停止等の管理・支配を行い，出店

者からの基本出店料やシステム利用料の受領等の利

益を受けている者であって，その者が出店者による

商標権侵害があることを知ったとき又は知ることが

できたと認めるに足りる相当の理由があるに至った

ときは，その後の合理的期間内に侵害内容のウェブ

ページからの削除がなされない限り，上記期間経過

後から商標権者はウェブページの運営者に対し，商

標権侵害を理由に，出店者に対するのと同様の差止

請求と損害賠償請求をすることができると解するの

が相当であるとの一般的規範を定立した。

その上で，本件では，商標権侵害の事実を知り又

は知ることができたと認めるに足りる相当の理由が

あるときから合理的期間内にこれを是正したとし

て，当該ウェブページ運営者の法的責任を否定して

いる。

② ISPの知的財産保護プログラムの活用

ISPでは，各々知的財産保護プログラムを備えてい

ることが多い。このプログラムは，プロバイダ責任制

限法や上述の裁判例に準拠して，権利者から知的財産

権侵害の申告があった場合に迅速に出品を削除するも

のであり，これを活用している権利者は多い。

例えば，ヤフー株式会社の知的財産保護プログラ

ム(8)，楽天株式会社の楽オク権利者対応プログラム(9)

がある。利用するための手続きには違いがあるので，

各社サイト等で詳細を確認されたい。

３．課題

上述のとおり，日本国内インターネット上の模倣品

の流通は，権利者，ISPの努力もあり低い割合に抑え

られているものの，模倣品が流通している実態は確か

にあり，いくつかの課題がある。

以下では，権利者等から情報提供のあった模倣品の

トレンドや特徴的な知的財産権侵害問題について紹介

する。これらは，各社個別の努力による対応だけでは

なく，権利者・事業者全体の問題として捉えるべき性

質の問題と考える。

（１） 直送問題

日本国内インターネット上の模倣品流通問題におい

て，最近の傾向の 1つとして，「直送型」の模倣品流通

が認められる。

これは，日本国内のインターネットショッピング

モールやインターネットオークションの販売店又は出

品者が，在庫を持たないで商品を販売し，一般の消費

者より商品購入の注文があった際に，これを受けて海
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外（主に中国）の模倣品販売業者から模倣品を購入し

（中国のインターネットショッピングモール等で仕入

れた商品が模倣品であるというケースもある），その

模倣品を当該海外の販売店・事業者から直接購入者に

配送させるという方法である（図表 7）。

図表 7 直送問題

問題点としては，以下の 3点が挙げられる。

① 配送元が国外となるため住所が特定できない等，

知的財産権に基づく権利行使が困難であること

② 通常，個人からの注文が多く小口の郵便で配送さ

れるため，これを知的財産権侵害品として税関で

差し止めることは難しいこと

③ 在庫を持たず販売できるためリスクがなく，日本

国内のインターネットショッピングモールやイン

ターネットオークションの販売店又は出品者に横

行しやすいこと

（２） 非純正品の表示の問題

スマートフォン用充電器やプリンタのインクカート

リッジ等の非純正品に関しては，その商品名の表示方

法が問題となる場合がある。母体となる別メーカー製

品に適合する汎用の部品等が非純正品である場合で

も，インターネットの商品販売画面上では純正品か非

純正品か区別のつかない表示方法のため，消費者が非

純正品を純正品と誤認して購入してしまうケースが当

窓口に報告されている。

個別の事情により判断せざるを得ないものの，出所

の混同を防止するという商標法の目的から，非純正品

については，これを純正品と区別できるような表示を

せずに母体製品の商標を無断で使用している場合，商

標権侵害となる可能性が高いであろう。

例えば，完成品たる船舶用ポンプの修理に用いられ

る部品について，完成品の製品名を型式名として記載

した納品書等を添付して販売していたという事案で

は，需要者が型式名に基づいて特定の出所を認識する

ことは可能であるから，型式名として使用されている

ことによって，商標がその自他識別機能・出所表示機

能を失うものではなく，商標権侵害にあたるとした裁

判例がある（SVA事件(11)）。

一方で，商標権者製造に係るファクシミリに使用す

るためのインクリボンを製造・販売するにあたって，

外箱に「○○用」，「for ○○」という記載をしていた場

合に，出所表示機能を害するものではなく，商標を使

用するとはいえないので商標権侵害に該当しないとし

た裁判例（ブラザー事件(10)）がある。

（３） 不正競争行為（形態模倣）

当窓口に寄せられる相談のうち，増加傾向にある

ケースとして，商標権は侵害されていないがデザイン

が酷似した模倣品の被害にあっているというケースが

増えている。これら商標権が行使できない模倣品につ

いては，まず意匠権又は著作権による対処が考えられ

るが，アパレル商品等流行によりデザインが短期間で

変わる場合，都度，意匠登録することは現実的ではな

い。また，著作権による保護を受けるためには著作物

でなければならないが，キャラクターグッズ等を除い

て，実用商品で著作権を活用できる場面は少ないであ

ろう。

以上のとおり，商標権も意匠権も著作権も行使はで

きないが，形態の模倣（他人の商品の形態に依拠して，

これと実質的に同一の形態の商品を作り出すこと）が

あるという場合に，不正競争防止法の形態模倣行為

（不正競争防止法 2条 1項 3号）に該当するとして，差

止め等の請求を行うことが考えられる。

【不正競争防止法 2条 1項 3号】

他人の商品の形態（当該商品の機能を確保するため

に不可欠な形態を除く。）を模倣した商品を譲渡し，

貸し渡し，譲渡若しくは貸渡しのために展示し，輸

出し，又は輸入する行為

現に，2015 年に衣料品の企画製造販売等会社が，不

正の利益を得る目的で，同社の業務に関し，他社が独

自に創作して販売していたワンピース等の形態を模倣

した商品を販売譲渡した行為について，大阪府警が不

正競争防止法違反（形態模倣）で検挙したという事案

がある(12)。

もっとも，この不正競争行為（形態模倣）について

は，オリジナルの商品が日本国内で最初に販売された

日から 3年経過した場合（不正競争防止法 19条 1項 5
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号イ）及び形態模倣商品を善意無重過失で譲り受けた

者がその商品を取引におく行為は適用除外であること

（同 19条 1項 5号ロ）に留意する必要がある。

第４ 中国

１．中国におけるインターネット上の模倣品被害状況

近年の中国におけるインターネットの普及は目覚ま

しいものがあり，中国インターネット情報センター

（CNNIC）の「中国互联网络发展状况统计报告」

（2016.1）によれば，中国国内のインターネット普及率

は 50.3%，インターネットユーザー数は約 6.88億人に

達したとされる（図表 8）(13)。

（出典） 中国インターネット情報センター（CNNIC）「中国互联网络

发展状况统计报告」（2016.1）

図表 8 中国におけるインターネット普及率及びユーザー数の推移

中国の電子商取引事業において最大手といえるの

は，アリババ（阿里巴巴）グループである。同グルー

プは，中国において，BtoBの販売形態であるアリババ

中国，アリババ国際，アリババエキスプレス，BtoCの

販売形態である Tmall，CtoCのタオバオを経営して

おり，中国のインターネット市場において高いシェア

を占めている。

中国においては，インターネット関連の法整備は進

んでいるものの，自主削除を行う環境が整っていない

等の理由から，中国の大手サイトにおける模倣品の割

合は依然として高い状況にある。経済産業省「イン

ターネット上の模倣品流通実態調査」（2012.3）をみる

と，インターネット上で取引されている日本企業の商

品の多くが模倣品である。調査方法は，第 3 の 1 で述

べた経済産業省「日本でのインターネットプラット

フォーム上の模倣品流通の実態に関する調査」

（2016.3）と同様で，中国の大手サイトで販売されてい

る日本企業の商品 19 品目を選定して，その販売状況

を一定期間モニタリングし，その結果を基に調査サイ

トの推定汚染率（想定される模倣品の割合）を算出し

ている（図表 9）(14)。

図表 9 中国インターネットにおける模倣品流通の実態

（出典） 経済産業省「インターネット上の模倣品流通実態調査」

（2012.3）

また，米国通商代表部（USTR）の発行する報告書

「Out-of-Cycle Review of Notorious Markets」

（2015.12）(15)では，2012 年以降タオバオを模倣品販売

市場のリストから削除していたが，模倣品販売増加に

よる権利者からの批判が大きいとして，今回再リスト

化は見送るものの，引き続き動向を注視するとしてい

る。

加えて，インターネット上の模倣品販売業者の巧妙

化の問題もある。商品販売画面で商標権者の許可なく

当該商標が掲載されている場合には商標権侵害となり

得るが，最近の傾向として，モザイクを使用したり他

の物で隠したりする等，画面上から商標を使用してい

るか否かを分からなくして，巧妙に商標権による権利
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行使を逃れるケースも報告されている。

２．対策

中国でインターネット上の模倣品が発覚した場合に

企業の取り得る対策として，ISPにおけるエンフォー

スメント，行政機関によるエンフォースメントを紹介

する。

（１） ISPにおけるエンフォースメント

① 手順

インターネット上の模倣品が発覚した場合，まず当

該模倣品が出品されている ISPに対して知的財産権

侵害の申立てを行うことが，簡便かつ迅速な手段と考

えられる。申立ての方法は，サイトによって異なる

が，一般的な流れとしては，権利者名や権利の内容等

の基本情報を登録した上で，侵害 URLを明示し削除

希望理由を記載するという一連のプロセスがある（図

表 10）。

（出典） アリババホームページ

図表 10 アリババ 知的財産権侵害申立てプラットフォーム(16)

② 処罰規定

権利者からの知的財産権侵害の申立てに理由がある

と認められた場合，URLの削除が行われる。加えて，

アリババグループの各プラットフォームで共通の運用

として，減点制度（違法行為の種類に応じて減点し，

その減点数に応じた処罰を行う）がある。もっとも，

一般侵害と厳重侵害とを区別してそれぞれ減点し処罰

され，減点数は原則として年末（12月 31 日）にリセッ

トされる。

以下，アリババグループの各プラットフォームにお

ける処罰規定の内容を挙げる。なお，これらの情報に

ついては，2016 年 7月時点の各規則及び上海堅山管理

咨询有限公司より提供いただいた講演資料をベースと

したものである（図表 11-14）(17)。

図表 11 タオバオの処罰規定

図表 12 アリババ中国の処罰規定

図表 13 アリババ国際の処罰規定
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図表 14 アリエクスプレスの処罰規定

（出典） 上海堅山管理咨询有限公司講演資料

また，タオバオでは，2015 年より権利者向けに「誠

信申立制度（Good-faith takedown mechanism）」とい

う新たな制度を設け，参加者については，削除要請後

1〜3営業日以内に削除される等，より円滑な知的財産

権侵害品の削除ができることとなっている。もっと

も，当該制度に参加するためには，削除正確率が 90％

以上，誠信申立項目保証書への同意が必要である等い

くつかの要件を満たさなければならない。

③ 課題

処罰規定を有効に活用することで，模倣品を販売す

る業者の再販を防ぐという効果が期待される。しか

し，上記の処罰規定には，以下の課題があると考えら

れる。

一般侵害に該当する場合に減点となる点数はおおむ

ね低いこと，一般侵害と厳重侵害は別々に計算されて

いること，1 年で点数がリセットされることから，一

般侵害に該当するのみでは模倣品販売業者を退店に追

い込むことは事実上困難と言わざるを得ない。一方

で，厳重侵害は，デッドコピー品や非生産品，CD・

DVD・書籍等の典型的な海賊版が対象であり，該当す

る行為の範囲は狭い(18)。

これらの現状からすれば，減点を積み上げることで

模倣品販売業者を退店させることが一概には有効とい

えず，今後の課題と考えられる。

（２） 行政機関によるエンフォースメント

① オンライン−オフライン対策

悪質な業者等については，根元を絶つという趣旨か

ら，オフラインでの行政摘発又は刑事摘発を行うこと

も対策として考えられる。インターネット上の販売記

録を違法経営額に算入することができれば，行政摘発

においては処罰時の罰金の増額，刑事摘発においては

訴追基準(19)を満たすことにつながるという利点もあ

る（図表 15）。

（出典） JETRO北京「インターネット上の知的財産権保護に関する

調査」（2016.2）

図表 15 オンライン−オフライン対策の流れ(20)

② 行政摘発

模倣品に対する行政摘発は，日本にはない制度であ

るが，司法救済に比べればコスト面・手続面で利便性

が高い傾向にあり，日本企業の多くが利用している。

行政摘発は，権利ごとに申し立てる機関が異なり，原

則として以下のとおりである（図表 16）。

商標権，不正競争防止法

専利権

製品品質法等

著作権

法律・権利

図表 16 中国 取締政府機関(21)

取締政府機関

工商行政管理局

知識産権局

質量技術監督局

版権局

特に，利用頻度が高いと考えられる商標権侵害に基

づく行政摘発であるが，工商行政管理局による行政摘

発のフローは以下のとおりである（図表 17）。
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図表 17 工商行政管理局による行政摘発のフロー(22)

（出典） JETRO北京「インターネット上の知的財産権保護に関する

調査」（2016.2）

なお，インターネット上の商標権侵害については管

轄をいかに判断するかが問題となるが，インターネッ

ト取引管理弁法（2014.3施行）(23)41条において，以下

のとおり整理されている。

【インターネット取引管理弁法 41条】

インターネット商品取引及び関連サービスをめぐる

不法行為は，不法行為が生じた経営者の住所所在地

の県級以上の工商行政管理部門が管轄する。そのう

ち，第三者取引プラットフォームを通じて経営活動

を行う経営者の違法行為は，第三者取引プラット

フォーム経営者の住所所在地の県級以上の工商行政

管理部門が管轄する。第三者取引プラットフォーム

経営者の住所所在地の県級以上の工商行政管理部門

は，他所にある不法行為者を管轄することが困難な

場合，不法行為者の法違反の事情を不法行為者の所

在地の県級以上の工商行政管理部門に移送して処理

させることができる。二つ以上の工商行政管理部門

はインターネット商品取引及び関連サービスをめぐ

る不法行為の管轄権 について争議がある場合，共

通の 1級上の工商行政管理部門に報告し，管轄権を

指定してもらわなければならない。全国範囲で重大

な影響があり，消費者の権益を深刻に侵害し，集団

苦情を誘発し，又は事情が複雑なインターネット商

品取引及び関連サービスをめぐる不法行為は，国家

工商行政管理総局が摘発するか，又は省級工商行政

管理局を指定して摘発させる。

また，同法 34条では，第三者プラットフォームに対して，

工商行政管理局の行政摘発への協力義務を課している。

【インターネット取引管理弁法 34条】

第三者取引プラットフォーム経営者は，工商行政管

理部門によるインターネット上の不法経営行為の摘

発に積極的に協力し，そのプラットフォーム上で不

法経営を行った疑いがある経営者の登録情報，取引

データ等の資料を提供しなければならず，真実を隠

してはならない。

３．日本政府の取組

上述のとおり，中国におけるインターネット上の模

倣品流通の問題は深刻な状態である。日本政府はこれ

ら状況の改善に向けた取組を行っている。例えば，

2016 年 1月には，インターネット知的財産権保護セミ

ナーを開催し，中国の学識経験者，ISP（アリババグ

ループ，1号店，敦煌網）による講演が行われた。同時

に中国 ISPと権利者の意見交換を行うことで模倣品

取締り強化を働きかけるとともに協力関係を構築して

きた。また，2016 年 6月 28 日に東京で開催された第

5回日中知的財産権ワーキング・グループでは，日中

共通の議題として，中国インターネット上の知的財産

権侵害問題を取り上げ，情報共有を行うとともに日中

で協力して進めていくよう提案した(24)。

引き続き，中国インターネット上の知的財産権侵害

排除のための働きかけを行っていきたい。

第５ おわりに

模倣品を取り巻く環境は，刻一刻と変化しており，

本稿に記載した内容も事情や課題が変わる可能性は大

いにある。インターネットという仮想空間の世界的な

普及は，その利便性から，模倣品の巧妙化・拡散をよ

り一層加速させる一因となっているといえる。今後

も，新たな問題が発生した場合には，権利者，ISP，政
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府等の関連する組織，機関が一丸となって，柔軟かつ

迅速に対処していく必要があると考える。

最後に，本稿は，ともにインターネット上の模倣品問

題に取り組んでいる国際知的財産保護フォーラム

（IIPPF）のインターネットWG(25)をはじめとする権利者

企業の皆様，ISPの皆様，上海堅山管理咨询有限公司様

等から提供いただいた情報やともに検討した議論内容

を参考に執筆しており，心より感謝を申し上げたい。
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の規則改正等により内容が変わる可能性があることにご注意

いただきたい。

(18)デッドコピーや非生産品に該当しない商標の不正使用，

キャラクターグッズ等典型的な海賊版といえない著作権侵害

については，原則として一般侵害とみなされることになる。

(19)中国では，刑事訴追基準（違法経営額）を超える「情状が

重い」侵害行為でなければ刑事告訴することができない。

(20)JETRO 北京「インターネット上の知的財産権保護に関す

る調査」（2016.2）P46

(21)中国では，県・区レベルの工商行政管理局，質量技術監督

局等を統合して「市場監督管理局」としている場合がある。

(22JETRO北京「インターネット上の知的財産権保護に関する

調査」（2016.2）P12

(23)JETRO北京事務所作成日本語仮訳を参照

https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/cn/ip/law/

pdf/admin/20140315.pdf

(24)http://www.meti.go.jp/press/2016/06/20160629001/2016

0629001.html

日中知的財産権ワーキング・グループとは，「経済産業省と中

国商務部との知的財産権保護に関する交流及び協力に関する

覚書」に基づき，日中の知財関連政府機関が知財保護全般に関

する議論を行う会合であり，2016 年 6月 28 日に第 5回が東京

で開催された。第 6回は，2017 年度に中国で開催予定である。

なお，2016 年 4月 19 日に中国国務院弁公庁から発布され

た「2016 年全国知的財産権侵害と模倣粗悪品製販摘発活動要

点」において，インターネット上の取締りを重点分野としてい

ることや，国家工商行政管理総局が主導して 2014 年から毎

年「紅盾網剣」と称するオンライン取引向けの集中取締り活

動を行っていること，国家版権局が主導して 2005 年より「剣

網行動」と称するインターネット上の海賊版集中取締り活動

を行っていることからも，中国政府が，インターネット上の模

倣品流通を重要な課題と考えていることがうかがわれる。

(25)国際知的財産保護フォーラム（IIPPF）は，2002 年に設立

された，模倣品・海賊版等の海外における知的財産権侵害問

題の解決を目指す企業・団体の集まり（2016 年 5月時点で 92

団体・191 企業が参加）であり，インターネットWGは，中

国，日本をはじめとする各国の ISPとの協力関係構築や模倣

品対策の情報交換等を精力的に行っている。

https://www.jetro.go.jp/theme/ip/iippf/project.html

(原稿受領 2016. 8. 5)
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